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はじめに 
その 1 では、地盤液状化時の地盤の許容応力度計算方

法の概要および検討条件について示した。その 2 では、

検討条件に基づいた具体的な計算例を示す。 
計算方法 
地盤液状化時の許容応力度計算は、以下に示す方法で

実施した。 
(1) 過剰間隙水圧比の算定 
過剰間隙水圧比の算定は、FL 法および数値解析を用い

て算定した。地盤液状化時の許容応力度計算には、2 つの

方法で求められた各深度の過剰間隙水圧比のうち大きい

方の値を採用することとした。 
(a)FL 法による算定 
最初に、建築基礎構造設計指針 1)(以下、基礎指針)に

示されている FL 法により FL 値を求めた。密度増大工

法による液状化対策効果については、地盤のＮ値の増加、

有効応力の増加による液状化強度の増加などを考慮した

上で、FL 値を算定した。過剰間隙水圧比は、前述の FL
値から基礎指針に示される式(1)により求めた。 

7−= FLru
 (1) 

ここで、
ur は過剰間隙水圧比、 FLは FL 法により求め

られた FL 値である。 
(b)数値解析による過剰間隙水圧比の算定 
動的な有効応力解析を用いて、各層における過剰間隙

水圧比を求めた。 
解析手法 
数値解析には、有効応力解析プログラムコード

LIQCA2)を用いた。LIQCA は、Biot の二相混合体理論に

基づいた土-水連成の動的な支配方程式に、非線形移動

硬化則に基づく構成式を組込んだものである。支配方程

式は、固相の変位と間隙水圧を変数とする u-p 形式に基

づいている。空間の離散化には、有限要素法(FEM)と有

限差分法(FDM)を用いて、時間の離散化には Newmark β 
法を用いている。 
解析条件 
図 1 に、数値解析に使用した有限要素メッシュを示す。

節点数、要素数はそれぞれ 1073、1104 である。変位境

界条件は、解析メッシュの底面を粘性境界(弾性基盤)と
し、側面の節点は周期境界とした。水理境界条件として、

地下水面を排水境界とした。数値解析に用いた地盤の入

力パラメータは、浦安市の各地区で実施された地盤調査

結果に基づいて要素シミュレーションにより決定した。

密度増大工法による液状化対策効果については、既往の

研究成果 3)を参考にして決定した。一例として Fs 層の

要素シミュレーション結果を図 2 に示す。 

 図 1 有限要素メッシュ  図 2 要素シミュレーション結果 
(c)検討ケースおよび結果 

無対策および密度増大工法による液状化対策を実施し

たケースについて検討をした。密度増大工法については、

対策仕様の異なる 2 種類を検討した。表 1 に検討ケース

一覧を、図 3 に対策時のイメージ図を示す。図 4 には、

FL 値および数値解析によって得られた過剰間隙水圧比

の深度分布を示す。 
表 1 検討ケース一覧 

 

 (2) 液状化の影響を考慮した地盤の単位体積重量(γ1’) 
基礎荷重面下にある液状化の影響を考慮した地盤の単

位体積重量は、山口 4)の平均単位体積重量の近似方法を参

考にし、さらに(1)で求めた過剰間隙水圧比、地盤の液状

化により発生する沈下量に応じて上昇する地下水位によ
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CASE0 無 - - - - - -
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2.3m 正方形配置 6.6% 敷地内全面
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って生じる過剰間隙水圧 5)および液状化層からの透水圧に

よる過剰間隙水圧から求められる過剰間隙水圧比 5)を考慮

して求めた。 

  
 (a)CASE1(GL.-5m まで)  (b)CASE2(GL.-8m まで) 

図 3 対策工法のイメージ図

  
    (a) FL 値        (b)数値解析 

図 4 過剰間隙水圧比の深度分布 

地盤の許容応力度の計算結果 
これまで示した方法により地盤の許容応力度を算定し

た。表 2 および表 3 にその結果を示す。これらの表より、

局所せん断破壊、パンチング破壊それぞれの算定方法で、

地盤の許容応力度を算定した結果、CASE0、CASE1、
CASE2 の順にその値が大きくなった。CASE2 では、密度

増大工法を実施した層より下部(As2 層 GL.-10m～GL.-
12m)に液状化層(図 4(a)参照)がある場合にも、許容応力度

を満足するという結果が得られた。 
まとめ 

検討モデルを対象に、その 1 で提案した地盤の許容応

力度計算方法により、液状化時および液状化対策実施後

における地盤の許容応力度を算定した。検討の結果、局

所せん断破壊、パンチング破壊のいずれの算定方法を用

いた場合でも、地盤の締固め深度が深いケースほど、地

盤の許容応力度が大きくなることを確認した。 
今後、実被害例等に対して、本手法を用いた検証を行

い、課題の抽出や提案式の見直しおよび修正等を検討す

る予定である。 
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表 2 地盤の許容応力度計算結果(局所せん断破壊) 

 
 
            表 3 地盤の許容応力度計算結果(パンチング破壊) 
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CASE0
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CASE2

液状化層 非液状化層 基礎下 基礎上

B L W wL α β γ1'liq γ1' γ1 γ2 φ Nc Nγ Nq qa
m m kN kN/m2 - - kN/m3 kN/m3 kN/m3 kN/m3 ° - - - kN/m2

CASE0 8.5 11.2 801.5 10 1.2 0.3 0 11.2 2.5 17.7 21 15.8 3.4 7.1 17.1 OK

CASE1 8.5 11.2 801.5 10 1.2 0.3 0 6.86 3.9 17.7 21 15.8 3.4 7.1 21.2 OK

CASE2 8.5 11.2 801.5 10 1.2 0.3 0 6.09 4.2 17.7 21 15.8 3.4 7.1 22.0 OK

検討
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建物
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接地圧

判定(>wL)

基礎底面の

形状係数
土質定数 支持力係数

許容
応力度

地盤の単位体積重量

地盤の
単位
体積重量

非液状化層

B L W wL γ1' φ K0 Rf Ra

m m kN kN/m2 kN/m3 ° kN kN

CASE0 8.5 11.2 801.5 10 11.2 21 1.75 524.1 349.4 NG

CASE1 8.5 11.2 801.5 10 6.86 21 0.75 927.0 618.0 NG

CASE2 8.5 11.2 801.5 10 6.09 21 0.75 1275.2 850.2 OK
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